
広島県地域包括・在宅介護支援センター協議会会則  
 

（名  称） 

第 １ 条   この会は，広島県地域包括・在宅介護支援センター協議会(以下「協議会」という。)という。 

 

（事務所） 

第 ２ 条  本会の事務所は，広島県社会福祉協議会内に置く。 

 

（目  的） 

第 ３ 条  本会は会員相互の有機的連携を図り，地域包括支援センターおよび在宅介護支援センター

事業の発展向上を期し，関係機関及び団体等との連絡調整を行うとともに，事業に関する調

査・研究・協議を行い，かつその実践により地域社会における保健医療の向上及び福祉の増

進を図り，地域包括ケアシステムの構築ならびに地域共生社会の推進に寄与することを目的

とする。 

２  第 1項に規定する地域包括支援センターとは，介護保険法第115条の39が規定するセン 

ターとし，また在宅介護支援センターとは，老人福祉法第20条の7の2で規定する老人介 

護支援センターを表すものとする。 

 

（事  業） 

第 ４ 条  本会は，前条の目的を達成するため，次の事業を行う。 

（1）保健医療の向上及び福祉の増進に関する調査研究 

（2）保健医療の向上及び福祉の増進に関する研修及び研究発表会等の実施 

（3）保健医療の向上及び福祉の増進に関する普及啓発事業の実施 

（4）関係機関及び関係団体との連絡協議 

（5）災害支援に関する事業 

（6）その他本会の目的を達成するために必要な事業 

 

（会  員） 

第 ５ 条  本会の会員は，次に掲げる者をもって構成する。 

(1)正会員 本会の目的に賛同して入会した，広島県内の「地域包括支援センター（サブ 

センターも含む），在宅介護支援センター，在宅介護支援センター以外の地域包括支 

援センターのブランチ」（以下「支援センター」という）とする。 

(2)準会員 本会の目的に賛同して入会した，広島県外の「支援センター」とする 

(3)賛助会員 本会の事業を賛助するため入会した，保健・医療・福祉の関係団体や市町 

等又は個人とする 

(4)名誉会員 本会に功労のあった者又は学識経験者で理事会において推薦され，総会に 

おいて承認された者とする 

 

(会員の資格の取得） 

第 ６ 条  本会の正会員，準会員及び賛助会員になろうとする者は，理事会の定めるところにより 

      申込みをし，その承認を受けなければならない。 

 

（役  員） 

第 ７ 条  本会に，次の役員を置く。 

(1)会 長  １名 

(2)副会長  ２名 

(3)理 事  若干名 

(4)監 事  ２名 



２  役員は，正会員である「支援センター」の代表者又は運営責任者の中から総会において 

選任する。ただし，一会員センターから複数の役員を選任することはできないものとする。 

３  会長が必要と認めた場合は，総会の議を経て，学識経験者等を理事に加えることができる 

 

（職  務） 

第 ８ 条  会長は，本会を代表し，会務を総括する。 

２  副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるときは，予め会長に指名された副会長がその 

職務を代行する。 

３  理事は，理事会を構成し，会務の執行を決定する。 

４  監事は，本会の業務および会計を監査し，総会に報告する。 

 

（任  期） 

第 ９ 条  役員の任期は2年とする。ただし補欠により選任された役員の任期は，前任者の残任期間 

とする。 

２  役員は，その再任を妨げない。 

３  役員は，辞任した場合叉は任期満了の場合においても，後任者が就任するまでは，その 

   職務を行わなければならない。 

 

（顧 問） 

第 １０ 条 本会に顧問をおくことができる。 

２    顧問は，理事会の承認を経て，会長が委嘱する。 

３    顧問は，会長の要請により本会の運営に助言することができる。 

４    顧問は，会長の要請により関係する会議に出席して意見を述べることができる。 

５    顧問の任期は，役員の任期に準ずるものとする。 

 

（総  会） 

第１１条  総会は，正会員である「支援センター」を代表する者をもって構成し，この規約に規定 

するもののほか，次の事項を議決する。 

(1)事業計画の決定 

(2)事業報告の承認 

(3)規約の改正その他本会の運営に関する重要な項目 

２  総会は，年２回以上開催し，会長がこれを招集する。 

３ 「支援センター」の代表者は，その代理に議決に関する権限を委任することができる 

４   総会の議長は，その都度，出席した正会員の互選とする。 

５   総会は，正会員の過半数をもって成立し，議事は，出席者の過半数の同意をもって決し， 

可否同数のときは，会長の決するところによる。 

６   特別な場合において，会長は文書をもって意見を求め，総会に代えることができる。 

 

（理事会） 

第１２条  理事会は，会長，副会長及び理事をもって構成し，次の事項を議決する。 

(1)総会に付議すべき事項 

(2)総会において委任された事項 

(3)その他会長において必要と認めた事項 

２   理事会は，必要の都度会長が招集し，議長となる。 

３   理事会は，理事の過半数をもって成立し，議事は出席者の過半数の同意をもって決し， 

可否同数のときは，会長の決するところによる。 

４   監事は理事会に出席して意見を述べることができる。 

 

 



（部会・委員会） 

第１３条  本会の運営及び業務を総合的かつ円滑に行うため，部会・委員会を設置することができる。 

２   部会・委員会に関して必要事項は，別に定める。 

３   委員は会員，学識経験者の中から会長がこれを委嘱する。 

 

（経 費） 

第１４条 本会の運営に要する経費は，負担金（入会金，会費）及び助成金，寄付金並びにその他の 

収入をもって充てる。 

２   正会員，準会員及び賛助会員は，負担金を支払う義務を負う。 

３   負担金の額は，総会の議決を経て定める。 

 

（退 会） 

第１５条 会員は，理事会において定める退会届を提出することにより，いつでも退会することができる。 

 

（会員の資格喪失） 

第１６条 会員が次の各号の一に該当する場合には，その資格を喪失する。 

(1)退会したとき。 

(2)会員が第 ５ 条に定める要件を満たさなくなったとき 

(3)２年以上会費を滞納したとき。 

２   会員が前項の規定により資格を喪失したときは，本会に対する権利を失い，義務を免れる。 

ただし，未履行の義務は，これを免れることはできない。 

３   既納の負担金は，会員が資格喪失した場合でも，これを返還しない。 

 

（会計年度及び会計） 

第１７条 本会の会計年度は，毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

２   本会の会計は，第２条の事務所で処理する。 

 

（予算決算） 

第１８条 本会の会計年度は，毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

２    本会の会計は，第２条の事務所で処理する。 

 

附 則 

この規約は，平成４年７月３日から施行する。 

平成５年７月２６日一部改正，施行 

平成１４年３月４日一部改正，施行 

平成１８年３月６日一部改正，同年４月１日施行。第１条「名称」について適当な時期，

（数年内）に見直すこととする。 

平成２０年４月１日一部改正，施行 

平成２３年３月１７日一部改正，施行 

平成２５年３月１８日一部改正，施行 

平成２９年５月２９日一部改正，施行 

平成３１年４月１日一部改正 施行 

 



広島県地域包括・在宅介護支援センター協議会委員会設置規程  
 

 

 

第 １ 条  広島県地域包括・在宅介護支援センター協議会会則第１３条に定める委員会の運営につい

ては，この規程に定めるところによる。 

 

第 ２ 条  次の委員会を設置する。 

研修委員会 

広報委員会 

総務委員会 

 

第 ３ 条  委員(委員長，副委員長を含む)は，会長がこれを委嘱する。その任期は２年とする。 

２  各委員会はそれぞれ若干名とする。なお，会長が必要と認めた場合には，委員を新たに 

委嘱し理事会で報告するものとする。 

３  委員会に委員長１人，副委員長１人を置き，委員長は担当理事がその任にあたる。 

 

第 ４ 条  委員会は，会長の承認を得て，委員長が招集する。 

 

第 ５ 条  委員会で研究協議した事項は，理事会において報告する。 

 

第 ６ 条  この規程に定めるもののほか，必要な事項は会長が別に定める。 

 

 

 

附 則 

この規程は，平成１４年４月１日から施行する。 

平成１８年４月１日一部改正 

平成２２年５月１８日一部改正 

平成３１年４月１日一部改正 

 



広島県地域包括・在宅介護支援センター協議会負担金規程  
 

 

 

会則第１４条第１項に基づく負担金を，次のとおり定める。 

 

１ 会費（年額） 

１）地域包括支援センター 

４０,０００円 

 

２）地域包括支援センターのサブセンター 

 （中心となる地域包括支援センターが入会している場合） 

１０,０００円 

 

３）在宅介護支援センター及び老人介護支援センター（地域包括支援センターのブランチを含む） 

２０,０００円 

 

４）同一法人が同一市町で，あるいは同一市町が複数のセンターを運営する場合は，２か所目から会費 

を半額（１０,０００円）とすることができる。 

 

２ 準会員 会費（年額）  

５，０００円 

  

３ 賛助会員 会費（年額）     

１０,０００円 

 

 

 

附 則 

この規程は，平成１４年４月１日から施行する。 

平成１８年４月１日  一部改正 

平成１８年６月１５日 一部改正 

平成３１年４月１日   一部改正 

 

 


